
Résumé

Purpose: The Japanese public library community is struggling with the issue of protecting

the confidentiality of user information, because this is a key point in obtaining users’ trust. The

purpose of this paper is to analyze whether the community’s e#orts are consistent with its aims.

Results: Japanese libraries are often requested to delete user information as soon as possible

in order to protect user privacy. This policy is not only based on strengthening sensitivity to

privacy, but also on the fact that police have ordered the disclosure of user information

repeatedly in the past, and, by complying with their legal duties, librarians get labeled as

disloyal. However, it is di$cult to implement customized services like Amazon’s recommenda-

tions without collecting user information, and the lack of such innovative client-centered

services causes public libraries to stagnate. Therefore, it is obvious that the library community

itself poses the largest hindrance to progress by refusing to improve its own services.
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I. は じ め に

一般に� 公立図書館の利用は私事に属すること
であるため� 利用にかかる情報は� 利用者のプラ
イバシ�に属する事柄としてみだりに第三者に提
供されるべきでないという見方がなされてい
る1)�
他方� 公立図書館は� 文献や文献情報の提供を
はじめとするサ�ビスを実施する機関であるが�
これを利用者側から見ると� 提供を受けた文献に
基づき利用者の思想が形成されるということにな
る� そのため� 公立図書館には� 思想の形成に寄
与する機関という位置づけを与えることができ
る2)�
このことの帰結として� 利用者がどのような文
献を利用し� また� どのような分野に関心を抱い
ているのかを知り得る立場にある図書館員には�
秘密の保持が要請されている� なぜなら� 図書館
員が職務を通じて知り得た利用者に関する情報
�以下 �利用情報� という� を漏示すれば� 当該の
利用者が不利益をこうむるおそれがあるほか� か
かる情報を第三者に知られることを望まない利用
者の図書館利用マインドを萎縮させ� ひいては思
想の自由な形成を損なうことになるからである�
このように� 図書館員が秘密を保持することの
意義は� 個�の利用者の権利を保護するという点
に加えて� 図書館サ�ビスという仕組を保全する
という点にも求めることができるわけであるが�
利用情報を保護することの重要性が図書館関係者
によってかねてから認識されてきたことは� 図書
館関係者によるわが国最大の同職者団体である日
本図書館協会の取組からも見て取れる�
例えば� 同協会が発した �図書館の自由に関す
る宣言� には� 1979年の改訂時に次のような項
目が盛り込まれている3)�

第 3 図書館は利用者の秘密を守る

1. 読者が何を読むかはその人のプライバ
シ�に属することであり� 図書館は� 利
用者の読書事実を外部に漏らさない� た
だし� 憲法第 35条にもとづく令状を確
認した場合は例外とする�

2. 図書館は� 読書記録以外の図書館の利用
事実に関しても� 利用者のプライバシ�
を侵さない�

3. 利用者の読書事実� 利用事実は� 図書館
が業務上知り得た秘密であって� 図書館
活動に従事するすべての人びとは� この
秘密を守らなければならない�

さらに� 翌 1980年に同協会が総会で議決した
�図書館員の倫理綱領�にも�以下のような項目が
置かれている4)�

第 3 図書館員は利用者の秘密を漏らさない

図書館員は� 国民の読書の自由を保障する
ために� 資料や施設の提供を通じて知りえた
利用者の個人名や資料名等をさまざまな圧力
や干渉に屈して明かしたり� または不注意に
漏らすなど� 利用者のプライバシ�を侵す行
為をしてはならない� このことは� 図書館活
動に従事するすべての人びとに課せられた責
務である�

また� 同協会の �図書館の自由に関する調査委
員会� の編纂により 1975年から 2000年にかけ
て刊行された叢書 	図書館の自由
が� 1988年に
公にされた第 9集で 	図書館は利用者の秘密を守
る
5) との標題の下に利用者の秘密の保護につい
て特集を組むなど� 利用情報の保護を扱った文献
は多数存在している�
図書館における利用情報保護のあり方が問題化
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したことがこれまでに皆無であったわけではない
ことを考えれば� その実態を手放しに賞賛するこ
とはできないまでも� �あるべき姿�と実態との乖
離を直視し� その溝を埋めるべく努力を重ねてき
た図書館関係者の努力には� 一定の評価を与える
ことができるだろう6)�
だが�それでは�そうした努力を続けていけば�
図書館サ�ビスにおける利用情報保護に死角は生
じないのだろうか� 利用情報保護を洗練させても
なお� 否� 洗練させたがゆえにこそ生じる弊害は
ないのだろうか�
本稿では� このような問題意識の下に� 公立図
書館における利用情報の保護に焦点を絞り� 利用
情報保護思想がいかなる影響を公立図書館に及ぼ
しているのかを分析する�
なお� 本稿中の意見にわたる部分は筆者の個人
的見解であり� 筆者が所属する機関を代表するも
のでないことを予め申し述べておく�

II. 公立図書館職員の守秘義務

A. 法的規制

公立図書館は� 地方公共団体が設置する機関で
ある� そのため� その職員には� 地方公務員法第
34条および第 60条第 2号により守秘が義務づ
けられている�

第 34条 職員は� 職務上知り得た秘密を漏
らしてはならない� その職を退いた後も� ま
た� 同様とする�
2�3 �略�

第 60条 左の各号の一に該当する者は� 1

年以下の懲役又は 3万円以下の罰金に処す
る�
1 �略�
2 第 34条第 1項又は第 2項の規定 �第 9

条の 2第 12項において準用する場合を含
む�� に違反して秘密を漏らした者

同法の規定が適用されるのは� 一般職に属する
地方公務員のみである� そのため� 公立図書館の

サ�ビスの一部が第三者に委託されている場合
や� 当該図書館の運営が指定管理者により行われ
ている場合には� これらの受託者や指定管理者に
雇用されて図書館で業務に従事している者は� 同
法による規制の範囲外におかれる�
ただし� 業務委託や指定管理者制度により地方
公務員以外の者が公立図書館サ�ビス �なかんず
く利用者に接するカウンタ�業務等� に携わる場
合には� 受託者に業務を委託する際や指定管理者
に施設の管理を行わせる際に守秘について条件を
付すことが可能であるため� このような場合に
も� 秘密保持の実効性は一定程度担保されている
ものと思われる�
しかし� 地方公務員が守秘義務に違反した場合
には 1年以下の懲役または 3万円以下の罰金に
処せられるのに対し� 業務受託者や指定管理者が
守秘義務に違反しても民事責任を問われるのみで
あり� また� その責任の度合いが地方公共団体に
よって異なっていることに鑑みれば� 秘密漏示に
対する抑止力は� 地方公務員に対するものよりは
小さいと言えよう�

B. 自主規制

公立図書館の職員に守秘を要請する規範として
は� 前項でとりあげた法的な規制のほか� 日本図
書館協会により発せられた �図書館の自由に関す
る宣言� を挙げることができる� この宣言は�
1954年に全国図書館大会で採択された後� 1979

年に改訂されているが� 先に掲げたように� 改訂
時に利用者のプライバシ�保護についての文言が
新たに挿入されている�
この宣言は� 同職者団体による自主規制であ
り� 図書館関係者が自らの行動を律する際に依拠
すべき準則として位置づけることができる�
しかし� 公立図書館員は� 専門職 �プロフェッ
ション� として確立された職ではない� 司書有資
格者による業務独占は法定されておらず� 実際に
も� 司書有資格者以外の者が公立図書館で業務に
従事する例は広範に存在している� 第 1図は� 公
立図書館で業務に従事する者に占める司書有資格
者の割合を示したものであるが� 専任職員� 兼任
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職員� 非常勤職員� 臨時職員� 委託�派遣のいず
れの任用形態�雇用形態においても� 非司書有資
格者が相当な割合を占めていることがわかる�
また� 日本図書館協会は� 同職者団体であると
はいえ� 司書有資格者に同協会への加入が義務づ
けられているわけではなく� また会員に対する懲
戒手段も有していない7)� そのため� 司書有資格
者に対してすら十分な統制力を発揮することは困
難である�
つまり� �図書館の自由に関する宣言�が遵守さ
れるか否かは� 公立図書館の職員� 業務受託者お
よび指定管理者の良心に大きく依存しているとい
うことになる�

C. 医師の守秘義務との比較

顧客の利用情報について秘密の保持を義務づけ
られている職種のひとつに医師がある8)�
医療サ�ビスの提供に際してサ�ビス提供者が
得た情報は一般に診療情報と称されるが� 診療情
報の秘密の保護は刑法第 134条によって定めら
れている�

第 134条 医師� 薬剤師� 医薬品販売業者�
助産師� 弁護士� 弁護人� 公証人又はこれら
の職にあった者が� 正当な理由がないのに�

その業務上取り扱ったことについて知り得た
人の秘密を漏らしたときは� 6月以下の懲役
又は 10万円以下の罰金に処する�

また� 感染症予防法 �感染症の予防及び感染症
の患者に対する医療に関する法律� や精神保健福
祉法 �精神保健及び精神障害者福祉に関する法
律� 等の特別法にも秘密漏示に対する処罰規定が
おかれている�

感染症予防法

第 67条 医師が� 感染症の患者 �疑似症患
者及び無症状病原体保有者並びに新感染症の
所見がある者を含む�次条において同じ��で
あるかどうかに関する健康診断又は当該感染
症の治療に際して知り得た人の秘密を正当な
理由がなく漏らしたときは� 1年以下の懲役
又は 100万円以下の罰金に処する�

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

第 53条 精神病院の管理者� 指定医� 地方
精神保健福祉審議会の委員� 精神医療審査会
の委員� 第 22条の 4第 4項� 第 33条第 4

項若しくは第 33条の 4第 2項の規定により
診察を行った特定医師若しくは第 47条第 1

項の規定により都道府県知事等が指定した医
師又はこれらの職にあつた者が� この法律の
規定に基づく職務の執行に関して知り得た人
の秘密を正当な理由がなく漏らしたときは�
1年以下の懲役又は 100万円以下の罰金に
処する�

さらに� 公立病院の場合には� そこで働く医師
も公務員であることから� 地方公務員法第 34条
および第 60条第 2号または国家公務員法第 100

条および第 109条第 12号の規定に基づく守秘義
務も発生する�

第 100条 職員は�職務上知ることのできた
秘密を漏らしてはならない� その職を退いた
後といえども同様とする�

注	 
日本の図書館 2005� のデ�タを基に作成

第 1図 公立図書館で職務に従事する者に占める
司書有資格者の比率
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第 109条 左の各号の一に該当する者は� 1

年以下の懲役又は 3万円以下の罰金に処す
る�
1�11 �略�
12 第 100条第 1項又は第 2項の規定に違
反して秘密を漏らした者
13 �略�

わが国においては� 医師が加入を強制される同
職者団体は存在しない� そのため� 守秘について
同職者による自律的な統制に多くを期待すること
は� 公立図書館員の場合と同様に困難である� し
かしながら� 刑法に処罰規定が存在しているこ
と� および医療行為は医師によって独占されてい
ることから� 医師の場合� 秘密漏示に対しては強
力な抑止力が働いている�
このように� 医師と公立図書館員とを比較する
と� 守秘義務の規範力において後者は遥かに劣っ
ている� この差異について分析した文献は見当た
らないが� おそらく� 診療情報と公立図書館サ�
ビスの利用情報とでは� 漏洩した場合に生じる被
害の度合いが異なることなどがその理由となって
いると思われる� いずれにしても� 公立図書館員
は� 守秘に関して� 医師よりも相当に低い水準で
しか義務を課されていないと言うことができる�

III. 公立図書館関係者による
利用情報保護思想の形成

前章で見たように� 公立図書館の職員に対する
利用情報保護規制は厳格なものではない� 同じよ
うに公共性の高いサ�ビスに従事し� かつ� 業務
を通じて顧客のセンシティブ情報を入手すること
になる職業である医師と比較しても� 図書館員に
課せられた規制は緩やかなものである�
しかし� そうであるにもかかわらず� 公立図書
館関係者は� 医師と同様に �顧客� にかかる秘密
の保持に熱心に取り組んできた�
これは� いかなる理由によるものなのであろう
か� 厳しい規制が加えられていないにもかかわら
ず� 秘密保持に真摯に取り組んできたのには何か
理由があるはずである�

そこで� 以下では� こうした努力を促した要因
と� その影響を瞥見する�

A. 公立図書館関係者を駆り立てたもの

公立図書館関係者を利用情報保護に向かわせて
きた要因を特定することは� 文献にその動機が明
記されているわけではないため� たやすい作業で
はない� だが� 戦後の公立図書館関係者の行動を
規定してきた要因に目を向けることで� 傍証を得
ることは可能である�

1960年代後半 �特に 1980年代� 以降� 公立図
書館の職員が利用情報を安易に漏示するような描
写を含む小説やテレビドラマが度	発表され
た9)�
こうした作品が流布すると� 図書館員について
誤ったイメ�ジを視聴者や読者に植え付け� その
結果� 図書館員に対する信頼性が揺らぐおそれが
ある� そのため� 図書館関係者は� こうした作品
に描かれた図書館員像は実態を正しく反映したも
のではないことを社会に対してアピ�ルするとと
もに� 図書館関係者に対して啓蒙活動を行う必要
に迫られた�
また� 1974年に東京都東村山市で制定された
図書館設置条例10)で守秘義務が明記されたことが
示すように� 利用情報保護に対する住民の意識
も� 時代が下るにつれ高まっていった�
図書館関係者が利用情報保護に熱心に取り組ん
だ背景には� こうした図書館外における動向が存
在していたものと考えられる�
また� 図書館員の専門職 �プロフェッション�
化を目指して永きにわたって取り組んできた公立
図書館関係者は� 専門職としての体裁を整えるこ
とを目的として 1980年に倫理綱領 �先述� を作
成している� これは� 専門職には� 高い自律性が
与えられる代償として倫理規範の確立が求められ
ることを意識しての行動であったが11)� こうした
動きを踏まえるならば� 当時の公立図書館関係者
が� 自らを� 社会に対して何事かをなしうる存在
だと強く意識していたことは明らかである� この
ことは� 利用情報保護という� 住民の権利意識に
訴えかける領域での取組を後押しする力として作
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用したものと思われる�

B. 利用情報保護思想を方向づけた要因

では� 公立図書館関係者が利用情報保護思想を
形成し� 発展させていくのを方向づけた要因には
どのようなものがあるだろうか�

1. 貸出記録を廃棄するという手法の有効性

現在では� 公立図書館における貸出管理にはコ
ンピュ�タが用いられることが多いが� かつて
は� カ�ドにより管理する方法が一般的であっ
た� そのため� 利用情報を保護するためには� 利
用者名が履歴として記載されるニュ�ア�ク式よ
りもブラウン式や逆ブラウン式の方が望ましいと
されていた12)�
このことは� 利用記録が第三者に知られるのを
防ぐためには貸出記録を後に残さないことが最善
の方法であるという点において� その後の議論に
一定の影響を及ぼした可能性がある�
例えば� 1984年に日本図書館協会が総会で議
決した �貸出業務へのコンピュ�タ導入に伴う個
人情報の保護に関する基準�13) は� コンピュ�タ
を用いて貸出しを管理する際に利用記録をいかに
管理すべきかについて 6項目からなる指針を定
めたものであるが� そこにも� 貸出記録は速やか
に廃棄すべきものであることを定めた以下のよう
な規定が置かれている�

4 貸出記録は� 資料が返却されたらできる
だけすみやかに消去しなければならない�

個人情報保護に関する法令が整備された現在で
こそ� 利用記録を速やかに廃棄するという考え方
は広く普及しているが� 1980年代前半という早
い時期にこのような規定が設けられたことは� 図
書館関係者の間ではそれ以前からそうした思想が
醸成されていた証左だと言えるだろう�

2. 利用情報保護の制限への対抗手段

しかし� �貸出記録を極力保持しないことで利
用情報保護を実現する� という手法の定着に� よ

り大きな影響を及ぼしたと考えられるのは� 司法
警察職員によって実際に利用情報保護の制限が行
われた �あるいは行われようとした� という事実
である�
警察による公立図書館の利用記録の閲覧�押収
がどの程度一般的に行われていたかを示す記録は
見当たらないが� 石井敦が 1950年代の状況につ
いて �特高まがいの警察官が図書館の利用者を調
べるという事件が多くあったのです� と述べた
り14) [p. 273]� 渡辺重夫が 1998年に �1950年代
頃のような警察手帳の提示があれば利用記録を提
供するという図書館はさすがに激減したと思いま
す� と記していることからは15) [p. 53]� かつては
かなり広範に利用記録の提供が行われていたこと
が推察される� 少なくとも� 利用にかかる秘密の
保護についての公立図書館関係者の意識は� 現在
よりも相当に低かったと思われる�
これに対し� 1970年代後半以降� いかなる要
件が満たされた場合であれば警察に利用記録を提
供することが許されるのかについて紹介した文献
が図書館関係の雑誌等に数多く掲載されるように
なっていったことからは� 時代とともに� 利用情
報保護に関する意識が向上してきたことが看取で
きる�
例えば� 1975年 8月発行の 	図書館評論
誌に
は� 警察から利用情報の提供を求められた際に対
応を検討するために参照した法学文献が紹介され
ているし16)� 同年 12月に刊行された 	現代の図
書館
 誌には� 警察から利用記録の提供を求めら
れた場合に図書館はいかなる対応をとるべきかに
ついて解説するよう弁護士に執筆を依頼した記事
が掲載されている17)�さらに� 1978年に日本図書
館協会が刊行した文献では� 実際に利用記録の提
供を警察から求められた事例の紹介に� 警察から
提示された文書� 図書館からの回答文書� 事実の
経緯などを付したうえで� 将来における図書館関
係者の対応に資することを意図している旨の記述
がなされている18)�
また� 1980年代以降にはさらに多くの文献が
著されており19)� 近年では� 公権力の行使に基づ
いて利用記録が閲覧�押収されることが公立図書
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館にとって重大な問題であるという捉え方は� 少
なくとも図書館関係者の間には定着している20)�
しかしながら� こうした利用情報保護思想の普
及とは裏腹に� わが国の法規定の下では� 公立図
書館の利用記録にかかる秘密保護は� 昔も今も相
対的な位置づけしか与えられていない� 警察が�
裁判所が発した令状に基づき利用記録の提供を求
めてきた場合には� 図書館はこれに応じなければ
ならないというのが通説だからである21)�
そのため� 公権力に基づく利用記録開示要求に
対抗しうる法的根拠を持たない図書館関係者に
とっては� 利用記録を予め廃棄しておくという手
法は� そのような場合においても利用の秘密が侵
されないようにするための �知恵� だったと解す
ることができるだろう22)�
もとより� 図書館関係者を利用情報保護に向か
わせた要因をすべて数え上げることは不可能であ
る� しかし� 少なくとも上で述べたような因子が
絡み合って図書館関係者を利用情報保護に向かわ
せたことは� ほぼ間違いのないところだと思われ
る�

IV. 利用情報保護思想がもたらしたもの

守秘について社会から全面的な信頼を得るため
の努力に終わりがないことは容易に想像がつく�
ましてや� 公立図書館員が専門職 �プロフェッ
ション� としての地位を確立できていないことを
考えれば� 公立図書館関係者の達成感はいきおい
不十分なものとならざるを得ないだろう�
しかし� 多年にわたる取組は� 何らかの �成果�
をもたらしているはずである�そこで�本節では�
利用情報保護に関する最近の言説�動向を追うこ
とで� 利用情報保護思想の現代的な意義を探るこ
ととする�
なお� 以下では� 利用情報保護思想そのものの
意義を正面から論じるのではなく�その �副産物�
とでも呼ぶべき事象に着目することで� 利用情報
保護思想のこれまで明らかにされてこなかった影
響を描きだそうとするものである�

A. 自動貸出機論争

自動貸出機とは� 利用者自らが貸出手続を行う
機器のことであるが23) ,1990年代末からの数年
間� 自動貸出機を公立図書館に設置することの是
非をめぐって論争が繰り広げられた�
議論のきっかけとなったのは� 山梨県の八ヶ岳
大泉図書館の館長 �当時� を務めていた小林是綱
が� 同館に自動貸出機を導入し� その意義を �み
んなの図書館	 誌上で説いたことである24)�
小林は� カウンタ
業務に割かねばならないマ
ンパワ
の圧縮に資すること� 利用者が図書館員
の目を気にせず資料を借りられるようになるこ
と� 図書館員の手を煩わせることに対する利用者
の心理的抵抗を取り去ることができること等を理
由に� 自動貸出機の有効性を主張した25)�
一方� 小林に対しては概ね以下のような批判が
加えられた�

�そもそも図書館員が利用情報を漏示すること
はないはずなのだから� 図書館員を介在せず
に資料を貸し出すことにしたからといってプ
ライバシ
保護の実効性が向上することはな
い26)�
�自動貸出機を用いて貸出しを行った場合で
も� 貸出記録はコンピュ
タに記憶される
し� 書架で資料を手に取る姿は人目に晒され
ているのだから� 自動貸出機の導入によりプ
ライバシ
保護の実効性が向上することはな
い26), 27)�
�利用者のニ
ズに図書館員が接するのは職業
上当然のことであり� それを回避することを
理由として自動貸出機を導入しようとするの
はおかしい27), 28)�
�貸出業務は図書館員が行うべきものであり�
その役割を機械に委ねるべきではない27)�

このうち� 利用情報保護との関連で注目すべき
は� �自動貸出機はプライバシ
保護に役立つか�
という論点である�
これについては�その後の議論を通じて� �自動
貸出機はプライバシ
保護に役立つ� という命題
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の立てかたは適当でなく� �自動貸出機は�利用者
が資料を借りる際の心理的抵抗を軽減するのに役
立つ� と言うべきであることが認識されるに至っ
ている29)� このことは� 図書館関係者が利用情報
保護に邁進し� それによって守秘の面で図書館員
の信頼性がどれほど高まったとしても� 利用者が
自らのニ�ズを図書館員に知られることに対して
心理的抵抗を覚える可能性があることを意味して
いる� つまり� 図書館サ�ビスに対面サ�ビスの
側面がある限り� �利用者の心理的抵抗�は逃れら
れないアポリアだということである�
このような理解は� 図書館員の限界をことさら
に強調するように感じさせるものであるため� 公
立図書館関係者にとっては� あるいは不快なもの
かもしれない� しかし� これにより� それまで公
然と語られることのなかった �図書館員の限界�
が直視される機会がもたらされたのだとすれば�
利用情報保護への鋭い感受性がひとつの契機と
なって始まった自動貸出機論争に意義を見出すこ
とも� あながち的外れとは言えないだろう30)�

B. 顧客情報を活用したサ�ビスの遅れ
利用情報が外部に流出した場合� その図書館お
よび図書館の設置者である地方公共団体の社会的
信用は大きく傷つくし� 公立図書館全体に対する
信頼性が揺らぐおそれもある� したがって� これ
まで� 公立図書館関係者が利用情報の不保持を選
好してきたことは� ある意味で賢明だったと言え
よう�
また� 個人情報保護法が制定される遥か以前か
ら利用情報の不必要な保持を慎重に回避してきた
ことの先見性は� 評価に値するとさえ言える�
しかし�そうであるとしても�現代においては�
他のサ�ビス産業は競って顧客情報を活用した
サ�ビスを展開し� また� それが� 個人情報濫用
への懸念が表明される一方で多くの顧客に受け入
れられてもいる�したがって� �利用情報を活用し
ない� という選択肢を選び取ることは� それが
サ�ビスの陳腐化をもたらしたり� サ�ビスが敬
遠される一因となったりするおそれがあるという
意味で� 逆にリスク要因ともなりうることは指摘

しておかねばならない�

1. 利用履歴を活用した検索サ�ビス
インタ�ネット書店のAmazon31)では� 利用
者が同社のサイトで検索したり購入したりした商
品と関連する商品 �同じ分野の商品� 同一商品を
購入した他の顧客が購入した別の商品等� が �お
すすめ商品� としてトップペ�ジに表示される�
これは� 同社のサイト内での利用者の行動履歴を
蓄積することで実現されている機能だと考えられ
る�
こうしたサ�ビスは� 機能的には公立図書館に
おける読書相談とオ�バ�ラップする� Amazon

は書籍の販売を業として行っている企業であり�
設立の目的が公立図書館とは異なる� とはいえ�
両者は� 利用する図書を探すという点で共通して
おり� とりわけ� 標題や著者名が明確でない漠然
としたニ�ズを抱えている顧客 �利用者� にとっ
ては� 自分の関心に適合する資料を提示してくれ
るサ�ビスという意味で競合しているからであ
る�
そして� このような観点に立つならば� 公立図
書館の読書相談が� 少なくとも部分的には
Amazonに劣後しているとみなすことも可能で
ある�
まず� 利用情報を保持していない図書館におい
ては� 読書相談サ�ビスの質は� 利用者へのイン
タビュ�でどれだけ多くの情報を引き出せるかに
かかってくるが� 利用者が過去の読書履歴を図書
館員に対して詳らかにすることに心理的抵抗を覚
えた場合には� 図書館員は� 利用者の嗜好に関す
る情報を十分に活用することができない� そのた
め� 図書館員は限定的な情報に基づいて資料を提
示するほかなく� 主題検索や一般的な利用傾向に
関するデ�タを駆使したとしても� カスタムメイ
ドの高品質のサ�ビスを実現することは困難であ
る32)�
また� 利用情報に基づかないで行われる読書相
談は� 図書館員の個人的な能力に大きく依存せざ
るを得ないため� 必然的に� 対応した図書館員の
能力次第でサ�ビスの質に大きな差が生じる� こ
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のことは� 公立図書館サ�ビスは� 誰もが同じ機
能を活用することができるAmazonに比べ�
サ�ビスの質にばらつきがあることを意味してお
り� 利用者が図書館員によるサ�ビスを敬遠する
一因となっていると思われる�
このように考えれば� 人的サ�ビスを好む利用
者からは図書館の読書相談の方が評価されるとし
ても� サ�ビスの質や心理的な気安さという点に
おいては� 公立図書館よりもAmazonが好まれ
る蓋然性が高いと言えるだろう�

2. 利用者の属性を活用した検索サ�ビス
利用者の属性や行動履歴を活用した OPACに
ついては� 大学図書館における開発が報告されて
いるものの33)� 管見の限り� 同じような機能を搭
載した OPACを公立図書館が導入した事例は見
当たらない�
これは� 公立図書館における開発力の不足に起
因するものであるとも言えるが� 利用情報保護を
追求し� 利用情報を保持しないことが定説となっ
ている公立図書館関係者が利用者の属性や行動履
歴を活用したサ�ビスを開発するとは考えにく
い�
もちろん� 理論上は� 図書館員が� 居住地域�
年齢� 性別� 読書傾向� 家族構成等に基づく一般
的傾向を参考にして案内を行うことは可能であ
る� しかし� 不特定多数の利用者に対し� 大量の
属性情報を頭の中で迅速に処理しながら適切な案
内を行うことは至難の業である� また� そもそも
図書館員がそのような対応をとるためには� 予め
詳細な利用動向調査が行われてその結果が分析さ
れていること� そして利用者が図書館員に対面で
のサ�ビスを求めてきて� しかも個人情報を詳ら
かにしてくれることが前提となる�
さらに� 読書ではなく調査研究のための文献の
紹介を求められた場合には� 当該の主題にかかる
知識も必要となるため� 対応の難易度はさらに上
昇する�
これらを総合的に勘案すれば� 一般的な利用傾
向に基づいて図書館員が行う文献紹介の質が� 利
用者の属性を利用記録に結び付けて蓄積してお

き� それを活用して検索結果を返す OPACを上
回るのは� 実際には極めて困難であると言えよ
う�

3. 利用者の嗜好に基づく情報サ�ビス
個人の嗜好に関する情報を蓄積して公立図書館
が行っているサ�ビスとしては� 北広島市図書館
�北海道� の SDI (Selective Dissemination of In-

formation)サ�ビスがある34)� これは� 利用者自
身が関心のあるテ�マを予め登録しておき� それ
に合致する文献情報を図書館が発信するというも
のであり� オプトイン方式を厳格に守っている点
でAmazonのようなアグレッシヴなサ�ビスと
は異質なものである� だが� こうしたサ�ビスさ
えも公立図書館においては広まってはいない35)�
他方� 一般的な利用傾向に基づいて同種のサ�
ビスを行おうとすると� 単に一般の関心が高い分
野の情報をパッケ�ジにして発信することになる
ため� 膨大な量のノイズが発生するし� サ�ビス
としては非常に効率の悪いものとなってしまう�
そのため� 利用者の嗜好に関する情報を蓄積せず
にこうしたサ�ビスを上回る便益を実現すること
は困難である�
このように� 利用情報を活用すれば� さまざま
なサ�ビスが可能となる一方で� 利用情報の蓄積
がなされない限り� これらは実現不可能である
か� あるいは部分的に代替可能であるに過ぎな
い� したがって� �利用情報を保持しない� という
行動準則の存在は� 新たなサ�ビスの開発�普及
を停滞させる一因になっていると見るのが自然で
あろう�

V. お わ り に

従来� 図書館関係者が利用情報の蓄積に消極的
な態度をとってきたこと� そして �利用情報を保
持しないことによって� 利用にかかる秘密が侵害
されるのを防ぐ� という手法に負の側面もあるこ
とは� 前節までで見たとおりである�
むろん� このことは� 利用情報保護にかかる図
書館関係者のこれまでの努力の価値を貶めるもの
でない� もとより� 現在においては� 利用情報の
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不必要な収集�蓄積や目的外使用は社会的に許容
されるものではなくなっている� また� 今後� 利
用情報を活用したサ�ビスを行うことがあるとし
たら� まず� 現時点における図書館員の信頼度が
問われることになるが� その際には� 利用情報保
護にかかる図書館関係者のこれまでの取組やそれ
によって築かれてきた図書館員に対する信頼感
は� 貴重な財産となるだろう�
だが� �利用情報を保持しない�という手法の定
着は� 単にサ�ビスのバリエ�ションが乏しくな
ることだけを意味しているのではない� 言うまで
もないことだが� ある職業の社会的威信は� 当該
の職業が提供するサ�ビスがもたらすイメ�ジに
よって大きく左右される� その点において� 利用
情報を活用しない �少なくとも個�の利用者の利
用動向については図書館員の記憶以外には組織的
な対応をとらない	 ことを前提としてサ�ビスメ
ニュ�を構築してきた公立図書館員は� サ�ビス
の価値� ひいては自らの社会的評価を向上させる
ための選択肢を自ら狭めてきたことになるからで
ある�
図書館関係者が �利用情報を活用したとして
も� 図書館員は� 情報漏洩のリスクと比較衡量し
て便益が上回るほどの有益なサ�ビスは提供でき
ない� ゆえに� 情報漏洩によって市民の信頼を失
いかねないというリスクを負うよりは� そのよう
なリスクを極小化すべきである� と考えてきたこ
とを示す文献は見当たらない� しかし� たとえそ
のように考えた結果でないとしても� �利用情報
不保持� という選択肢がとられてきたことは事実
である� したがって� 図書館員という職業の社会
的威信の向上は� 実は� 図書館関係者自身によっ
てもブレ�キがかけられてきたと言ってよいだろ
う�
さらに� �利用情報不保持�という徹底した利用
情報保護手法が図書館関係者の間で支持を得てき
たという事実が含意するところは� それにとどま
らない�
図書館関係者が� 図書館員の社会的評価の向上
を妨げかねないということに気づいていたにもか
かわらず �利用情報不保持� を選択してきたのだ

とすれば� 社会的評価の向上は意図的に犠牲にさ
れてきたことになるが� もし� そのようなことが
意識されないままに �利用情報不保持� が選択さ
れてきたのだとすれば �そして実際� 図書館関係
者がそうした �利用情報不保持� の負の側面に気
づいていたことを示す文献は見当たらない	� 図
書館関係者は� 図書館員の社会的評価が低下する
施策を意図しないままに採ってきたということに
なる�
つまり� 意図していたのであればその判断の妥
当性が問われねばならないし� 意図せざるもの
だったのであれば図書館関係者はナイ�ブだった
ということになるため� いずれにしても� 図書館
関係者はこれまでの取組を検証することを要請さ
れるのである�
利用情報保護が公立図書館サ�ビスの発展を支
える重要な理念であることは疑い得ない� しか
し� 利用情報保護は� 本来� 専門職 �プロフェッ
ション	 として社会的に認められること� 司書職
制度を確立すること� そして� 図書館が運営コス
トの多寡のみではなくサ�ビスの内容で評価され
るようになること� といった目標と両立可能なは
ずである�
したがって� 専門職として社会に認められると
いう目標が実現する目処が今なお全く立っていな
い現状に鑑みれば� 利用情報保護に関するこれま
での取組は� �図書館員の専門職化�という図書館
関係者の永年の目標と非整合的な形で進められて
きたということになる�

注�引用文献

1) 例えば以下の文献を参照

堀部政男
現代のプライバシ�
岩波書店� 1980,
212p

また� 以下の文献では� 図書館の利用にかかるい
わゆる �読書の自由� とプライバシ�権との関係
について分析している

渡辺重夫
 �図書館利用者のプライバシ�の権
利�
 図書館の自由と知る権利
 青弓社� 1989,
p. 47�92.

2) 無論�公立図書館のサ�ビスの働きはこれにとど
まらない
 例えば� 以下の文献では� 図書館サ�
ビスと密接な繋がりのある �知る権利� が生存
権�参政権等と関わる複合的な性格を持つもので
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あると説明されている�
堀部政男� ��図書館の自由に関する宣言� の法学
的意義� �知る自由� の成立から情報公開理念の
確立へ�� 図書館年鑑 1984� 日本図書館協会�
1984, p. 297�301.

3) 日本図書館協会図書館の自由委員会� �図書館の
自由に関する宣言 1979年改訂� 解説 �第 2版	�
日本図書館協会� 2004, 127p�
この改訂を紹介したものとしては�例えば以下の
文献を参照�
馬場俊明� ��自由宣言� における �知る自由� の
法的性格に関する一考察�� �自由宣言� と図書館
活動� 青弓社� 1993, p. 51�76�
堀部政男� 図書館の自由と知る権利� 法律時報�
1980, vol. 52, no. 11, p. 27�32�
渡辺重夫� �図書館利用記録とプライバシ
�� 知
る自由の保障と図書館� 日本図書館協会� 2006,
p. 75�121.

4) 日本図書館協会図書館員の問題調査研究委員会�
�図書館員の倫理綱領� 解説 �増補版	� 日本図書
館協会� 2002, 87p.

5) 日本図書館協会図書館の自由に関する調査委員
会編� 図書館は利用者の秘密を守る �図書館と自
由第 9集	� 日本図書館協会� 1993. 196p.

6) 但し� 以下の文献では� 利用情報保護の実態には
依然として改善の余地があると指摘されている�
山口真也� 漫画作品にみる �図書館の自由��利用
者の秘密を漏洩する図書館員�日本語日本文学研
究� 2002, vol. 6, no. 1, p. 31�60.

7) 日本図書館協会の定款には除名の手続について
の規定がおかれている �第 10条第 2項	� しか
し�除名が懲戒処分であることを定める条文はお
かれておらず� また� 除名によって司書資格剥奪
等の実効性を伴った効果が得られるわけではな
いため�単なる会員資格の剥奪手続を規定してい
るにとどまっている� この点において� 弁護士法
�昭和 24年法律 205号	 第 47条で加入強制に
ついて� 第 56条以下で懲戒についての法規定を
有している弁護士とは対照的である�
なお� 加入強制や懲戒手続には言及していない
が�同職者団体による統制の必要性を指摘したも
のとしては以下の文献を参照�
薬師院はるみ� 図書館の運営と司書職の統制� 現
代の図書館� 2005, vol. 43, no. 2, p. 67�74.

8) 医師の守秘義務に関する以下の記述に際しては�
主として以下の文献を参照�
手嶋豊�患者の医療情報の保護をめぐる医事法学
上の諸問題� 平成 14年度�平成 15年度科学研
究費補助金 �基盤研究 (C)(2)	 研究成果報告書�
課題番号 14520057,2004
増成直美� 診療情報の保護と刑法 (1)� 広島法学�
2000, vol. 23, no. 3, p. 199�219�
増成直美� 診療情報の保護と刑法 (2)� 広島法学�
2000, vol. 23, no. 4, p. 189�211�

村山淳子�診療情報の第三者提供をめぐるわが国
の法状況の考察� 異質の法領域の架橋を志向し
て� 西南学院大学法学論集� 2004, vol. 37, no. 1,
p. 95�124�
渡邉亮一� �医療情報とプライバシ
�� 情報公
開�個人情報保護 �ジュリスト増刊	� 有斐閣�
1994, p. 244�248.

9) これについては� 例えば以下の文献を参照�
馬場俊明� �フィクションの中の �読書の自由���
�自由宣言� と図書館活動� 青弓社� 1993, p. 95�
129.

10) 東村山市立図書館設置条例 �昭和 49年条例 18
号	 の第 6条の条文は次のとおりである�
�第 6条 図書館は� 資料の提供活動を通じて知
り得た利用者の個人的な秘密を漏らしてはなら
ない��

11) 日本図書館協会が著した以下の報告書には� �こ
の倫理綱領は専門職が確立してからではなく�そ
れをめざすためにこそ必要なものである�と記さ
れている�
日本図書館協会図書館員の問題調査研究委員会�
図書館員の専門性とは何か �最終報告	� 図書館
雑誌� 1974, vol. 68, no. 3, p. 104�111.

12) 例えば� 
図書館情報学ハンドブック� �丸善
1988	では�ブラウン式の特徴について �図書が
返却されれば� 記録は自動的に消える�� ニュ

ア
ク式の特徴について �ブック�カ
ドに� そ
の図書を読んだ利用者の番号が記録されていて�
それを誰もが見ることができるため� プライバ
シ
への危険を感じさせ� 利用に影響する� と記
述されている�
また� 以下の文献では� 
市民の図書館� �日本図
書館協会 1970	 がブラウン式のみを紹介し� 返
却後に貸出記録が残らないようにすべきである
と説いていることを肯定的に紹介している�
塩見昇� �図書館の自由における �利用者の秘
密��� 図書館は利用者の秘密を守る �図書館と自
由第 9集	� 日本図書館協会� 1993, p. 10�25�
なお� 以下の文献には� 1967年のいわゆる練馬
テレビ事件が貸出方法見直しの契機となったと
の記述がある�
石塚栄二� ��図書館の自由に関する宣言� 30年
間の軌跡�� 図書館年鑑 1984� 日本図書館協
会� 1984, p. 279�283.

13) �貸出業務へのコンピュ
タ導入に伴う個人情報
の保護に関する基準�の策定の背景については塩
見昇 �注 12	 を参照�

14) ��図書館の自由に関する宣言� 成立の頃�図書館
年鑑 1984� 日本図書館協会� 1984, p. 273�
278.

15) プライバシ
と図書館 �第 39回研究大会シンポ
ジウム	� 図書館界� 1998, vol. 50, no. 2, p. 52�
74.

16) 矢野暉雄� ある文献ノ
ト� 図書館における利用
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者の読書の秘密と犯罪捜査 �特に刑事訴訟法第
197条第 2項を中心に�� 図書館評論� 1975, no.
15, p. 133�144.

17) 福地明人� 刑事訴訟法 197条 2項をめぐって
�図書館の自由�特集��1��� 現代の図書館�
1975, vol. 13, no. 4, p. 143�148.

18) 図書館の自由に関する調査委員会関東地区小委
員会� �警察の捜査活動に対して読者のプライバ
シ�を守る図書館の立場� 刑事訴訟法第 197条
第 2項に関する Lb図書館の事例をめぐって	�
図書館と自由をめぐる事例研究 その 1 �図書館
と自由
2�� 日本図書館協会� 1978, p. 14�20.

19) 例えば以下の文献を参照�
坂井暉�図書館利用者のプライバシ�の保護をめ
ぐる法的一考察�特に犯罪の捜査に関る捜索
押
収をめぐって�図書館学� 1995, no. 67, p. 19�27.
久岡康成� �刑事司法と �利用者の秘密を守る
図
書館の責務� 捜査への協力は不可避か	� 図書館
は利用者の秘密を守る �図書館と自由第 9集��
日本図書館協会� 1988, p. 135�142�
渡辺重夫� �図書館利用記録とプライバシ�の権
利	� 図書館の自由を考える� 青弓社� 1996,
p. 11�64�
渡辺重夫� 図書館と知的自由� 図書館界� 2001,
vol. 53, no. 3, p. 191�200.

20) 但し� 以下の文献では� 公権力以外のものによっ
ても利用の秘密が侵されるおそれがあることを
指摘している�
渡辺重夫� �図書館の自由	� 図書館の自由と知る
権利� 青弓社� 1989, p. 137�189.

21) 例えば以下の文献を参照�
後藤昭� 図書館利用者の秘密と犯罪捜査� 現代の
図書館� 1996, vol. 34, no. 1, p. 40�57�
また� 法律専門家によるものではないが� 図書館
関係者でこのことに言及したものとしては渡辺
重夫 �注 1� を参照�

22) これに対し� 以下の文献では� 対抗権限を図書館
に付与すべきであるとの見解が示されている�
渡辺重夫 �注 20�
渡辺重夫� �国民の権利としての図書館の自由	�
図書館の自由を考える� 青弓社� 1996, p. 141�
181.

23) 自動貸出機の機能を分析したものとしては以下
の文献を参照�
谷本達哉ほか�公共図書館における図書自動貸出
機の導入に関する一考察�機器の持つ特徴から見
た自動貸出機活用への視点�羽衣学園短期大学研
究紀要� 2001, no. 37, p. 81�90.

24) 小林是綱� 新たな図書館サ�ビス�図書自動貸
出
返却システムと図書館の可能性�みんなの図
書館� 1997, no. 247, p. 53�60�
小林は�以下の文献でも自動貸出機導入の意義を
説いている�
小林是綱� �小さな村の大きな挑戦� 山梨県大泉

村における �新しい図書館
 の実践と情報図書館
の将来	� 公共図書館の情報化
サ�ビスの高度
化� 高度映像情報センタ�� 1999, p. 34�38�
小林是綱�公共図書館における自動貸出機導入を
めぐって� ライブラリアンのあり方を考える� 図
書館雑誌� 2000, vol. 94, no. 3, p. 193�195.

25) また�以下の文献も自動貸出機の有効性を認めて
いる�
鬼頭宗範� 東浦和図書館における �自動貸出機
(PSC)
 の導入について� みんなの図書館� 2001,
no. 293, p. 54�68.

26) 藤原明彦� �自動貸出機
の波紋 �こらむ図書館の
自由�� 図書館雑誌� 1999, vol. 93, no. 5, p. 333.

27) 伊藤昭治ほか� ��自動貸出機はプライバシ�を守
る
という幻想	�公立図書館の役割を考える�日
本図書館研究会� 2000, p. 179�194.

28) 宇都宮香子� 小林是綱氏 �新たな図書館サ�ビ
ス
 �97年 11月号� への疑問� みんなの図書館�
1998, no. 253, p. 69�70�
竹島昭雄� 再び �自動貸出機
 を考える� 図書館
雑誌� 1999, vol. 93, no. 12, p. 963�

29) 例えば以下の文献を参照�
大塚敏高� 自動貸出機の導入をめぐって� 八ヶ岳
大泉図書館の事例から考える� 図書館雑誌�
1999, vol. 93, no. 11, p. 907�908�
谷本達哉ほか�公共図書館における図書自動貸出
機の運用について�公共図書館三館を中心とした
自動貸出機導入館の調査事例報告� 羽衣国文�
2000, no. 13, p. 36�52�
梶井博之� �図書自動貸出装置�を導入して� 図
書館業務の省力化をはかる支援ツ�ルなのか��
みんなの図書館� 2000, no. 280, p. 45�49�
山本宏義� 公共図書館における �図書自動貸出装
置
の導入状況�みんなの図書館� 2001, no. 290,
p. 56�66.

30) なお�自動貸出機論争全体の意義を分析した文献
は見当たらない� また� 資料提供が公立図書館の
中心的な機能のひとつであるとするならば�利用
拡大の阻害要因である �利用者の心理的抵抗
 を
何らかの方法で解消する必要があると思われる
が�この点について自動貸出機に反対を唱える論
者から具体的な対案が提起された形跡は見られ
ない�
ちなみに� 1990年代後半からの論争とは別の文
脈で著されたものであるが� 以下の文献では� 自
動貸出機は利用者の心理的抵抗の軽減に役立つ
ことを認めながらも� 自動貸出機の導入は �プロ
フェッション
としての図書館員の位置づけを危
うくするものであるとの見解が示されている�
馬場俊明� �自動貸出システム
 とプロフェッ
ション� 図書館界� 1990, vol. 41, no. 6, p. 257.

31) Amazonホ�ムペ�ジ�
http://www.amazon.co.jp/� �参照 2007-3-5��

32) これは�医師が患者の病歴や診察記録を参照しな
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がら適切な診断を下そうとするのと対照的であ
る�

33) 當山仁健�利用者のプロフィ�ルを考慮した連想
検索 OPACの構築� 情報の科学と技術� 2006,
vol. 56, no. 11, p. 520�525.

34) 北広島市立図書館の SDIサ�ビスについては�
例えば以下の文献を参照�
新谷良文� SDI �選択的情報提供�� 北広島市図書
館におけるモニタ�事業の報告�現代の図書館�
2003, vol. 41, no. 2, p. 75�81�
このほか� 実用段階のものではないが� 利用者の
読書履歴を利用した電子図書館サ�ビスのあり

方について考察したものとして以下の文献があ
る�
池田大輔ほか�ディジタルライブラリにおける履
歴�個人情報の保護及び利用� ディジタル図書
館� 2005, no. 27, p. 1�8.
http://www.dl.slis.tsukuba.ac.jp/DLjournal/
No�27/4-ikeda/4-ikeda.pdf� �参照 2007-3-5��

35) これに対し� 大学図書館では� いわゆるMy Li-
braryサ�ビスのメニュ�等として SDIサ�ビ
スを提供している大学が�東京大学をはじめ多数
存在する�

要 旨

�目的	図書館の利用にかかる秘密の保持は�図書館や図書館員が利用者から信頼を得るために必須
の要件であり� 公立図書館関係者は� これまで� この問題に熱心に取り組んできた
 他方� 公立図書
館関係者は� �専門職として社会から認められる� という目標をも掲げ� その実現に向けての努力も
払ってきた
 本稿は� 公立図書館関係者の言説と行動を分析することで� 利用情報保護にかかる彼ら
の取組が� �専門職として社会から認められる� という目標の追求と整合的に行われてきたかどうか
を� 文献を分析することによって明らかにすることを目的としている

�結果	 公立図書館関係者による利用情報保護の取組は徹底したものであり� 現在では� 利用情報を
保持しないことが望ましい利用情報保護策であるという考えが共有されるに至っている
 このような
コンセンサスは� いわゆるプライバシ�についての国民の意識の高まりを背景としているが� 司法警
察による利用情報開示要求や� 図書館員による情報漏示を描いた文芸作品の発表が相次いだことが直
接の契機となって形成されてきたものである
 しかし� 利用情報を保持しないことは� 個
の利用者
のニ�ズに即したカスタムメイドのサ�ビスの実現を困難にしており� 民間企業等が顧客情報を駆使
したサ�ビスを積極的に推進する中� 公立図書館サ�ビスの相対的な陳腐化の一因となっている
 し
たがって� 利用情報保護に関する公立図書館関係者のこれまでの取組は� 現在の文献�情報サ�ビス
の技術水準に照らし合わせると� 図書館員の威信向上� ひいては �専門職として社会から認められる�
という目標とは非整合的であると言うことができる
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